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令和３年２月文京区議会定例議会追加提案事項 
【令和３年３月２６日】 

 

 

１ 文京区国民健康保険条例の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２３７１頁） 

⑴ 提案理由 保険料率等を改定するとともに、国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）等の

一部改正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容 

 ア 特別控除の追加（第１５条） 

所得割額の算定に用いる総所得金額等の特別控除を行う対象に、低未利用土地の譲渡により租税特別

措置法（昭和３２年法律第２６号）第３５条の３第１項の規定の適用がある場合を追加する。 

 イ 特別区国民健康保険事業の調整に関する共通基準に合わせた賦課割合、保険料率等の改定 

(ア) 賦課割合の改定（第１５条の４及び第１６条の４） 

    ・基礎賦課額の賦課割合 

     所得割：均等割＝６２：３８  →  所得割：均等割＝６３：３７ 

    ・介護納付金賦課額の賦課割合 

     所得割：均等割＝５８：４２  →  所得割：均等割＝５９：４１ 

    ※ 後期高齢者支援金等賦課額の賦課割合については、改定なし。 

(イ) 保険料率等の改定（第１５条の４、第１５条の１２及び第１６条の４） 

    ・基礎賦課額 

     所得割 １００分の７．１４  →  １００分の７．１３ 

     均等割 ３９，９００円    →  ３８，８００円 

    ・後期高齢者支援金等賦課額 

     所得割 １００分の２．２９  →  １００分の２．４１ 

     均等割 １２，９００円    →  １３，２００円 

    ・介護納付金賦課額 

     所得割 １００分の１．６９  →  １００分の２．１２ 

     均等割 １５，６００円    →  １７，０００円 

(ウ) 保険料から減額する額の改定（第１９条の２） 

     所得が一定額以下の場合に行う保険料の軽減について、保険料率等の改定に伴い、減じる額を改め

る。 

    ・７割減額 

     基礎賦課額         ２７，９３０円  →  ２７，１６０円 

     後期高齢者支援金等賦課額   ９，０３０円  →   ９，２４０円 

     介護納付金賦課額      １０，９２０円  →  １１，９００円 

    ・５割減額 

基礎賦課額         １９，９５０円  →  １９，４００円 

     後期高齢者支援金等賦課額   ６，４５０円  →   ６，６００円 

     介護納付金賦課額       ７，８００円  →   ８，５００円 

    ・２割減額 

     基礎賦課額          ７，９８０円  →   ７，７６０円 

     後期高齢者支援金等賦課額   ２，５８０円  →   ２，６４０円 

     介護納付金賦課額       ３，１２０円  →   ３，４００円 
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ウ 均等割額の軽減に係る所得基準の見直し（第１９条の２及び付則第４項） 

平成３０年度税制改正における個人所得課税に係る給与所得控除等から基礎控除への振替の影響を鑑

み、均等割額の軽減判定に用いる所得基準額を１０万円引き上げるとともに、公的年金等所得に係る保

険料の減額賦課の特例について規定を整備する。 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和３年４月１日。ただし、⑵エについては公布の日 

 

 

 


